
   安来市建設工事関連業務委託低入札価格調査制度実施要領 

 

 （趣旨） 

第１条 この要領は、市の発注する建設工事関連業務委託(業務の種類が、測量、

地質調査、土木関係建設コンサルタント、建築関係建設コンサルタント及び補償

コンサルタントであるものをいう。以下「業務委託」という。）に係る入札につ

いて低入札価格調査制度を実施するに当たり必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

 （１）低入札価格調査 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７

条の１０第１項の規定に基づき落札者を決定するための調査をいう。 

 （２）調査基準価格 低入札価格調査を行う基準となる価格をいう。 

 （３）低価格入札者 調査基準価格を下回る入札を行った者をいう。 

 （適用対象業務委託） 

第３条 この要領は、安来市建設工事入札参加者選定要領(平成１６年安来市告示第

１７号)に規定する入札参加者指名審査会において、低入札価格調査の対象とされ

た競争入札に付する業務委託（以下「対象業務委託」という。）に適用する。 

 （調査基準価格の設定） 

第４条 調査基準価格は、別表第１に定める基準により業務ごとに定め、対象業務

委託の請負対象金額（消費税及び地方消費税の額を除いた額）の１０分の８から

１０分の９までを目途として設定し、予定価格調書に記載するものとする。 

 （最低制限価格の適用除外） 

第５条 対象業務委託については、安来市契約規則（平成１６年安来市規則第５８

号）第９条に規定する最低制限価格を設けないものとする。 

 （入札に参加しようとする者への周知） 

第６条 対象業務委託の入札を執行するときは、次に掲げる事項を記載し、入札に

参加しようとする者に周知するものとする。 

 （１）調査基準価格が設定されていること。 

 （２）調査基準価格を下回る入札が行われた場合の入札終了の方法及び結果の通

知方法 



 （３）低価格入札者は、必ずしも落札者とならない場合があること。 

 （４）低価格入札者は、事後の事情聴取及び資料提出等調査に協力すべきこと。 

 （５）低価格入札者との契約に係る措置に関すること。 

 （入札の執行） 

第７条 入札の結果、調査基準価格を下回る入札が行われた場合には、入札執行者

は、入札者に対して落札決定の保留を宣言するとともに、次に掲げる事項を告げ

て入札を終了するものとする。 

 （１）調査のうえ、後日落札者を決定すること。 

 （２）落札者の決定をしたときは、入札者に通知すること。 

 （数値的判断基準） 

第８条 入札執行者は、低価格入札者が入札時に提出した入札価格積算内訳書に基

づき、別表に掲げる基準に適合するかどうかを確認するものとする。 

２ 別表第２に掲げる基準に適合しない低価格入札者は、失格とする。 

（調査資料の提出） 

第９条 入札執行者は、低価格入札者が別表に掲げる基準に適合する場合は、次に

掲げる資料を提出させるものとする。 

 （１）当該価格で入札した理由書（様式第１号） 

 （２）入札価格積算内訳書 

 （３）業務履行計画書 

 （４）業務履行体制計画書 

 （５）手持ち業務の状況及び従事技術者（様式第２号） 

 （６）配置予定技術者名簿（様式第３号） 

 （７）技術者の専任配置誓約書（様式第４号） 

 （８）照査技術者名簿（設計図書で定めた場合に限る。）（様式第５号） 

 （９）手持ち機械の状況（測量・地質調査業務に限る。）（様式第６号） 

 （１０）過去の同種又は類似業務履行実績調書（様式第７号） 

 （１１）その他必要と認める事項を記載した書類 

２ 入札執行者は、前項の資料を入札執行日から７日以内に提出させるものとし、

期限までに提出しない者は失格とする。 

３ 前項の期限については、安来市の休日を定める条例（平成１６年安来市条例第

２号）第２条の規定を準用するものとする。 



 （重点調査の実施） 

第１０条 入札執行者は、低価格入札者について、次の基準（以下「失格基準」と

いう。）に該当するか否かの調査を実施するものとする。 

 （１）当該入札価格では契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると   

認められる。 

 （２）低価格入札者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなる 

おそれがあって著しく不適当であると認められる。 

２ 入札執行者は、低価格入札者から提出された資料について請負対象金額の内訳

と比較し、著しく価格に差のあるものについて、前条第１項の資料を参考に次の

各号に留意しながらヒアリング等必要な調査を行い、その理由を明らかにするも

のとする。 

 （１）積算内訳の確認 

 （２）違算の有無 

 （３）直接人件費及び工数の妥当性 

 （４）発注業務仕様（市積算）との整合性 

 （５）業務計画書との整合性 

 （６）業務計画書の妥当性（発注業務仕様との整合性） 

 （７）担当技術者の資格及び経験の適合性 

 （８）担当技術者の業務実施能力 

 （９）その他業務の特殊性等により必要と認められる事項 

３ 前項の調査を行っても入札価格に疑問が残る場合、入札執行者は、低価格入札

者に関して次に掲げる事項について調査を行うものとする。 

 （１）業務履行実績 

 （２）信用状態（法律違反の有無、賃金不払いの状況等） 

 （３）その他必要な事項 

（公正入札調査委員会への付議等） 

第１１条 入札執行者は、前条の調査結果を低入札価格調査表（様式第８号）及び

過去２年間における安来市発注の同種又は類似業務（様式第８号の２）にまとめ、

当該入札に関係する書類とともに、安来市公正入札調査委員会設置要綱（平成１

６年安来市訓令第４１号）に規定する公正入札調査委員会（以下「委員会」とい

う。）の事務局担当課長へ通知するものとする。 



 （委員会の審議） 

第１２条 委員会の事務局担当課長は、前条の通知を受けたときは、低入札価格調

査表及び当該入札に関係する書類を添えて委員会の審議に付さなければならない。 

２ 委員会は、低価格入札者が第９条第１項各号に規定する失格基準に該当するか

否かを審議し、その結果を入札執行者に通知するものとする。 

 （落札者の決定等） 

第１３条 入札執行者は、前条第２項の通知において低価格入札者が失格基準に該

当しないとされた場合はその者を落札者と決定するものとし、低価格入札者が失

格基準に該当するとされた場合はその者を落札者としないものとする。 

２ 入札執行者は、前項の規定により低価格入札者を落札者としないこととした場

合は、低価格入札者の次に評価値の高い者（以下「次順位者」という。）を落札者

とする。 

３ 次順位者の入札価格が調査基準価格を下回っている場合は、次順位者について

も第８条から第１２条までの規定を準用し、その結果により前２項に基づき落札

者を決定するものとする。なお、これによっても落札者が決定しない場合は、以

下順次前項及び本項を適用し落札者を決定するものとする。 

（入札結果等の公表） 

第１４条 低入札価格調査を実施した業務委託に係る入札結果の公表に際しては、

閲覧に供する書類に「低入札価格調査対象業務」と記載するものとする。 

２ 第９条に規定する重点調査を実施した委託業務については、契約締結後、低入

札価格調査の概要（様式第９号）により調査結果を公表するものとする。 

（低価格入札者との契約等に係る措置） 

第１５条 第１３条の規定により落札者と決定された低価格入札者と契約を締結し

ようとする場合は、落札者に対し、次に掲げる事項を義務付けるものとする。 

 （１）業務委託料の１００分の３０以上の契約保証金を納付すること。（落札者が

特別共同企業体の場合を除く。）  

 （２）前金払の金額を業務委託料の１０分の２以内とすること。 

 （３）管理（主任）技術者を専任配置すること。 

   附 則 

 この要領は、平成２２年１２月１日から施行する。 

   附 則 



 この要領は、平成２５年１１月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成２８年８月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成２８年９月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成２９年６月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和２年４月１日から施行する。 



別表第１（第４条関係） 

低
入
札
調
査
基
準
価
格
積
算
基
準 

業務区分 項目① 項目② 項目③ 項目④ 基準価格 

測量業務 直接測量費 測量調査費 諸経費の48% - 
①～③の合計

額 ※2 

地質調査業務 直接調査費 
間接調査費

の90％ 

解析等調査

業務費の80% 
諸経費の48% 

①～④の合計

額 ※2 

土木コンサルタント業務 直接人件費 直接経費 
その他原価

費の90% 

一般管理費

の48% 

①～④の合計

額 ※2 

建築設計業務 直接人件費 

特別経費 

(適判手数料

除く) ※1 

技術料等経

費の60% 
諸経費の60% 

①～④の合計

額 ※2 

補償コンサルタント業務 直接人件費 直接経費 
その他原価

費の90% 

一般管理費

の45% 

①～④の合計

額 ※2 

※１ 適判手数料：構造適合判定手数料 

※２ 合計額が設計金額の８０％を下回る場合は８０％を下限、合計額が設計金額

の９０％を上回る場合は９０％を上限とする。（合計額の１，０００円未満省略） 

 

別表第２（第８条関係） 

数
値
的
判
断
基
準 

業務区分 項目① 項目② 項目③ 項目④ 

測量業務 
直接測量費の95%

以上                                              

測量調査費の95%

以上 
諸経費の43%以上 - 

地質調査業務 
直接調査費の95%

以上 

間接調査費の

85％以上 

解析等調査業務

費の75%以上 
諸経費の43%以上 

土木コンサルタント業務 
直接人件費の95%

以上 

直接経費の95%以

上 

その他原価費の

85%以上 

一般管理費の43%

以上 

建築設計業務 
直接人件費の95%

以上 

特別経費の95%以

上(適判手数料除

く) ※1 

技術料等経費の

55%以上 
諸経費の55%以上 

補償コンサルタント業務 
直接人件費の95%

以上 

直接経費の95%以

上 

その他原価費の

85%以上 

一般管理費の40%

以上 

※１ 適判手数料：構造適合判定手数料 

 


